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◎達成状況
指標名 単位 １９年度 ２０年度 ２１年度

活動指標

活動指標名 どれほどの活動をしたのか、事業の手法、手順等を詳細に

負担金納入率
毎年賦課される負担金の確定作業と納付書の発行、特には滞納者への督促を行い納入率の向
上を図っていく。

接続率
使用料収入を上げるためには、接続率を向上させることが必要である。そのため、未接続世帯へ
の接続依頼の広報等を行い接続率向上に努める。

成果指標

成果指標名 何を狙い、どのような成果が得られたのか

負担金徴収額 公平公正の観点から受益者の方々から適正に負担金をいただき、下水道事業の建設費用に充てていく。

使用料徴収額 下水道事業の健全な運営に必要なものであり、徴収額によって下水道経営が良好かどうか判断されていく。

事業の目的
公共下水道が整備された地域内の土地所有者に下水道事業にかかる事業費の負担金を徴収するとともに、下水道接続者から
施設の維持管理費等の費用として使用料を徴収。

事業の内容
負担金については、公共下水道が整備された地域の方だけが下水道の受益を受けることとなるため事業にかかる事業費のうち
応分の負担（３７５円/㎡）をいただく。また、使用料については、汚水の処理費用として下水量に合わせて使用料を算出し、賦課
徴収する。

◎成果指標と活動指標

21年度予算 88,723

0.87 人

◎事務事業の目的・内容

0.84 人

評価者 芥田秀則

事業の実施方法

20年度人件費 6,037 千円 21年度人件費 6,336 千円 事業従事者数

20年度決算 109,133

基 本 目 標 快適でうるおいのある生活文化環境の整備 終了年度 永年

担当課（局） 上下水道課 担当係 下水道係 記入者 長友和也

平成２１年度高鍋町事務事業評価表

◎事務事業の概要
事務事業名 公共下水道（負担金・使用料徴収事務） 開始年度 平成７年度

効　率　性
◎活動量の効果は上がっているか
◎経費や時間の削減余地があるか

負担金徴収部門は電算化を行い、使用料の徴収は水道部門へ委託を実施。経費や時
間の削減に努めている。

協　働　性
◎町民との協働の可能性があるか（ボ
ランティア・ＮＰＯ等）

料金等の徴収部門でありそぐわない。

◎事務事業の評価

妥　当　性
（必要性）

◎目的からして町が行うべきか
◎同様の事業を他課・他団体で行って
いないか
◎事業廃止による影響があるのか

公共料金の徴収と同様であり町が行うべきである。

有　効　性
◎目標に対して成果は得られているか
◎成果向上のための改善余地がある
か

納入状況等順調に推移しているとろろであるが、不況ということも反映してか既存住宅
の下水道接続の伸びが悪くなってきているため、未接続世帯への接続依頼を積極的に
進める必要がある。

実績値
達成率 ％ #DIV/0! #DIV/0!

96.2%
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68.7 71.4 73.9
実績値 67.0 68.7
達成率 ％ 97.5%
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達成率 ％ 98.5% 99.3%
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達成率 ％ #DIV/0!

79,001
実績値 75,221 83,365
達成率 ％ 104.5% 112.0%

78.1%

使用料徴収額

目標値
千円

72,001 74,401

32,783 32,994 9,722
実績値 33,125 25,768
達成率 ％ 101.0%
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事務事業評価委員会
評　価　欄

事　業 拡充

◎嘱託職員を雇用することで効果が上がるのか、検証してもらいたい。

コスト 現状維持

拡充

コ　ス　ト

廃止 縮小 現状維持

廃止

縮小

現状維持
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◎担当者の方針に対する評価
者としての所見
◎統括者として、どのように事
業を進めるべきと考えている
か、等

負担金については、徴収嘱託員の雇用が効果があるかと思
われる。しかしながら、財政上の問題もあり困難である。
方針としては、担当者の意見のとおり進めているが、水洗化
率の向上等に向けた取り組みを進める必要がある。

今後の方向性

　
事
業
の
方
向
性

拡充 ○

事務事業名 公共下水道（負担金・使用料徴収事務） 担当課（局） 上下水道課

◎総合評価（今後の方向性を含む）


